
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

宮崎県（平成21年度）

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

6,718 6,718

（５）消費生活相談窓口高度化事業

8,623 8,623

1,059

都道府県 市町村 合計

5,560 12,121 17,681

3,243 4,302

447 150 597

66 66

（８）消費者教育・啓発活性化事業 17,234 21,222 38,456

（９）商品テスト強化事業

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

35,186 46,985 82,171

837

2,694 4,224

667 1,504

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 1,530

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

消費者行政決算総額 196,319

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

122,941

合計

73,378

82,171

42%



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

宮崎県

自治体参加型

法人募集型

宮崎県

8 人

400 人日400 人日

人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

人日

8 人

人

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円1,869 2,695

対象人員数

1

追加的総費用追加的総業務量（総時間）

1,230県

管内市町村 5

1,530

事業実施自治体

宮崎市、日向市



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

1,059

3,955 3,955

1,059

447

事業の実績

8,623

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

5,560 5,560

8,623

17,035 17,234 17,234

8,700

990

啓発グッズの作成、マスメディアによる広報等17,035

447

食品表示に関する研修の開催

8,700

⑧食品表示・安全機能強化事業

990

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

2,370⑦消費生活相談窓口高度化事業

859 859 6666

消費生活センターの懸垂幕架装置設置、備品整備

相談員養成の実務的研修の開催（８名）

2,370

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

事業（実績）の概要

相談員の県内外での研修への参加支援（１８名）

多重債務者支援アドバイザー設置及び弁護士の活用

1,530 1,530

35,186

⑫一元的相談窓口緊急整備事業 1,534 1,534

667

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

消費生活センターの相談員の増加（１名）

35,186

891 891 667

36,33436,334合計

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

弁護士無料相談会の開催



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

対象経費（実績）

懸垂幕の架設ができるなど消費生活センターの機能が強化された。

消費生活相談員を養成することができ、２名が採用された。

旅費、役務費

謝金、旅費

講師謝金、講師旅費、職員旅費、需用費

研修の参加により相談員のレベルがアップした。

消費生活相談窓口において弁護士を活用することができた。

食品表示に関する研修を開催し、食品監視機能が強化された。

人件費

事業名

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

委託料、役務費

事業強化・機能強化の成果

グッズやマスメディアなどにより消費者教育や啓発が実施できた。

消費生活相談員を１名増員し、相談体制の充実を図った。

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

備品等の購入

研修業者への委託料

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

自治体参加型

参加希望者数 人

年間研修総日数

参加者数 人

人日

人日

年間研修総日数

80年間研修総日数

人

法人募集型

8 実地研修受入人数 8

年間研修総日数人日

実地研修受入希望人数

80

事業計画

人

人日

実施形態

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

研修参加・受入要望 研修参加・受入

実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 弁護士謝金、弁護士旅費 弁護士無料相談会を開催し、消費者問題解決に資した。



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

3,346

8,728

3,436

9,026

3,346

宮崎市、都城市、延岡市、日南市、日向市、串間市、三股町、綾
町 高鍋町 新富町

宮崎市、清武町、西米良村

日南市、小林市、串間市、西都市、えびの市、三股町、高原町、
野尻町、国富町、綾町、高鍋町、新富町、西米良村、木城町、川
南町、都農町、門川町、椎葉村、美郷町、高千穂町、日之影町、
五ヶ瀬町

事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

10,734

3,839

534

6,526

534

3,669

6,718

331

6,524 6,761

8,686

3,435

331

2,9122,925

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

実施市町村

都城市、日向市

宮崎市

51,061

宮崎市、都城市、延岡市、日南市、小林市、日向市、串間市、西
都市、えびの市、清武町、三股町、高原町、野尻町、国富町、綾
町、高鍋町、新富町、西米良村、木城町、川南町、都農町、門川
町、諸塚村、椎葉村、美郷町、高千穂町、日之影町、五ヶ瀬町

宮崎市

町、高鍋町、新富町

1,050

21,222

48,865

3,596 2,694

47,792

189

837

21,44520,931

3,596 3,179

189

21,247

46,985

150150

合計

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

8371,050宮崎市、日向市、高鍋町、高千穂町、日之影町

宮崎市、日向市



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

日向市：相談窓口の改修工事、備品購入による機能強化／都城市：相談窓口の開設、備品設置、センター周知による機能強化

延岡市：消費者被害未然防止のためのチラシ全世帯配布による啓発等／都城市：ＴＶ・ラジオでＣＭの放映や講演会等による啓発・消費者教育活動の実施

宮崎市：相談室増設工事による環境整備

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 清武町：消費者行政担当職員向け多重債務研修会開催による相談対応力向上／宮崎市：相談員向け研修開催による相談対応力向上

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 日向市：相談員養成研修参加支援／都城市：国民生活センターでの研修参加支援／宮崎市：消費生活相談員の研修参加支援

⑨消費生活相談窓口高度化事業 宮崎市：相談員等向け法律相談の開催により、高度な相談に対応できる体制の強化

高鍋町：相談窓口および相談スペースの拡充／西都市：事務機器設置による相談事業の強化／新富町：消費生活相談窓口明示・備品設置による体制強化⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑬消費者教育・啓発活性化事業

事業・機能強化の成果の概要

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

①消費生活センター機能強化事業（新設）

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

宮崎市：増大する業務を円滑に実施するため、相談員の増員、正職員時間外手当を負担／日向市：相談員報酬・共済費負担による人的体制の整備

延岡市：消費者被害未然防止のためのチラシ全世帯配布による啓発等／都城市：ＴＶ ラジオでＣＭの放映や講演会等による啓発 消費者教育活動の実施⑬消費者教育・啓発活性化事業

千円

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

82,171

35,186

千円

千円

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計 0

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

千円うち管内の市町村合計

交付金相当分

46,985

3,428

3,428

千円積増し相当分

うち都道府県

高千穂町：無料法律相談会を活用し、専門的相談対応力の強化をはかる／宮崎市：市民向け法律相談日の増設により、相談者の増加をはかる⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）



11．消費者行政決算

12．基金の管理（実績）

-

千円108,360 千円 114,148

千円

千円 82,171

108,360 千円

千円

千円292,800

千円

- 千円46,985

23,763 26,393

23,763

千円

千円

196,319

設置当初の基金残高（交付金相当分）

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

千円

84,597 千円 千円

35,186 - 千円

前年度差

38,344 千円千円

平成20年度 平成21年度

千円

- 千円

0.42

-

84,597 千円 122,941

千円 73,378

2,630 千円

千円

87,959 千円

- 千円

5,788 千円

チェック項目

-

0.29

-

-

0.64

-

-

-千円 97 -

87,755

千円 -

3,158 千円

49,615

- 千円 97

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

-

千円 - 千円 -

③都道府県全体の消費者行政決算総額

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

-- 千円

- 千円

千円0

①都道府県の消費者行政決算

13．都道府県の消費生活相談窓口

8,626 千円

消費生活相談員の配置

平成20年度末

1,080平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

相談員総数 0

平成20末の基金残高（交付金相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末 相談員総数 11

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

54

人

12,000 千円

292,800 千円

82,171 千円

千円

211,709 千円

12,000 千円

相談員総数 12人 21年度末実績

3,428

千円

千円

平成20年度末 相談員総数 11 人

0

人

21年度末実績 相談員総数 12 人

人 21年度末実績 相談員総数 0

人

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績平成20年度末 相談員総数 相談員総数 00 人うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績平成20年度末 相談員総数 相談員総数 0



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

相談員の研修の充実が図れた。

④その他

人

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人 21年度末実績 相談員総数 5平成20年度末 相談員総数 2

処遇改善の取組 具体的内容

うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数 0

①報酬の向上

人 21年度末実績 相談員総数 0 人

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 2 人 21年度末実績 相談員総数 5 人

人

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数 0うち委託先職員等の相談員 平成20年度末 相談員総数 0

④その他

③就労環境の向上
宮崎市：消費生活相談室の増設／相談室電話（ホットライン）の増設／消費生活相談アドバイス事業（弁護士活用）/図書の購入による就労環境の向上
都城市：相談用事務機器の設置／六法の購入による就労環境の向上
日向市：相談スペース改修／相談用備品（事務機器・ＯＡ機器）の設置／専門図書購入による就労環境の向上

②研修参加支援

宮崎市：消費生活相談員養成講座（愛知県）（東京都）／消費生活相談員・専門2日コース（京都市）／次期PIO-NET操作研修会（福岡県）
都城市：消費生活相談員研修（専門事例講座／基礎実務講座）／消費生活相談員・専門2日間コース／次期PIO-NET操作研修
延岡市：情報交換会及び弁護士の講義・事例研修（宮崎県）
日向市：消費生活相談員養成講座（北九州市）（名古屋市）／次期PIO-NET操作相談員研修（福岡県）／多重債務対策支援講座（大分県）

①報酬の向上


